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旧末吉町 旧大隅町 旧財部町 合計




ふれあい・いきいきサロン事業 17.0％ 36.7％ 21.8％ 24.3％ 41.1％
子育てサロン事業 12.6％ 26.6％ 13.0％ 16.8％ 32.7％
心配ごと相談事業 57.8％ 63.0％ 55.0％ 58.5％ 27.5％
生活福祉資金貸付事業 10.8％ 14.1％ 8.8％ 11.1％ 10.8％
紙おむつ支給事業 17.7％ 21.7％ 28.1％ 22.0％ ―
新生児おむつ支給事業 7.8％ 8.0％ 6.6％ 7.5％ ―
車椅子貸出事業 33.4％ 35.8％ 36.3％ 35.0％ 38.7％
テント貸出事業 7.2％ 6.1％ 7.6％ 7.0％ ―
小口福祉資金貸付事業 7.2％ 12.5％ 6.0％ 8.4％ ―
給食サービス事業（お弁当） 36.1％ 72.2％ 51.7％ 51.4％ 43.7％
福祉サービス利用支援事業 20.9％ 27.5％ 24.5％ 23.9％ 18.9％
居宅介護支援事業（ケアマネジャー） 43.3％ 55.7％ 45.9％ 47.7％ 29.9％
訪問介護事業（ホームヘルパー） 75.6％ 82.3％ 80.1％ 78.9％ 45.1％
訪問入浴介護事業（入浴サービス） 56.1％ 72.2％ 71.0％ 65.3％ 42.6％
通所介護事業（デイサービス） 65.5％ 71.9％ 71.9％ 69.3％ ―
小規模多機能ホーム　より愛さかもと 7.0％ 33.6％ 6.9％ 14.9％ ―
介護予防サービス事業地域支援事業 24.4％ 28.4％ 18.1％ 23.7％ ―
身体障がい者デイサービス事業 33.9％ 37.6％ 33.5％ 34.9％ ―
軽度生活支援事業 7.0％ 8.0％ 6.9％ 7.2％ 14.1％
居宅介護事業 34.3％ 45.0％ 35.6％ 37.9％ ―
知的障がい者居宅介護等事業 12.1％ 9.5％ 11.2％ 11.1％ ―
















旧末吉町 旧大隅町 旧財部町 合計
列	％ 列	％ 列	％ 列	％
利用したことのある社協事業
ふれあい・いきいきサロン事業 12.5％ 36.4％ 21.8％ 24.0％
子育てサロン事業 0.0％ 4.5％ 0.0％ 1.6％
心配ごと相談事業 23.8％ 15.9％ 3.8％ 14.6％
生活福祉資金貸付事業 5.0％ 1.1％ 2.6％ 2.8％
紙おむつ支給事業 11.3％ 6.8％ 26.9％ 14.6％
新生児おむつ支給事業 5.0％ 1.1％ 1.3％ 2.4％
車椅子貸出事業 11.3％ 4.5％ 10.3％ 8.5％
テント貸出事業 3.8％ 1.1％ 0.0％ 1.6％
小口福祉資金貸付事業 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％
給食サービス事業（お弁当） 12.5％ 13.6％ 15.4％ 13.8％
福祉サービス利用支援事業 8.8％ 2.3％ 5.1％ 5.3％
居宅介護支援事業（ケアマネジャー） 18.8％ 11.4％ 16.7％ 15.4％
訪問介護事業（ホームヘルパー） 16.3％ 18.2％ 28.2％ 20.7％
訪問入浴介護事業（入浴サービス） 8.8％ 6.8％ 20.5％ 11.8％
通所介護事業（デイサービス） 36.3％ 23.9％ 24.4％ 28.0％
小規模多機能ホーム「より愛さかもと」 0.0％ 3.4％ 0.0％ 1.2％
介護予防サービス事業（地域支援事業） 7.5％ 2.3％ 0.0％ 3.3％
身体障がい者デイサービス事業 6.3％ 1.1％ 6.4％ 4.5％
軽度生活支援事業 0.0％ 0.0％ 2.6％ 0.8％
居宅介護事業 2.5％ 3.4％ 2.6％ 2.8％
知的障がい者居宅介護等事業 1.3％ 0.0％ 0.0％ 0.4％











































































旧末吉町 旧大隅町 旧財部町 合計






ボランティア活動への参加促進と支援 20.0％ 20.7％ 14.7％ 18.6％
地域の身近な支えあい活動への支援 31.5％ 30.6％ 29.7％ 30.7％
安心して生活できる在宅福祉サービス 47.9％ 49.4％ 46.5％ 47.9％
身近で福祉の相談ができる窓口 38.1％ 39.5％ 39.7％ 39.0％
児童や生徒・地域住民を対象とした福祉教育の推進 23.3％ 23.5％ 20.0％ 22.3％
福祉に関する情報発信 21.5％ 22.5％ 23.8％ 22.5％
子育てに関する支援 19.1％ 21.3％ 17.6％ 19.3％
高齢者や障がい者等の援助対象者や団体への支援 50.6％ 50.3％ 45.6％ 49.0％
特にない 8.9％ 12.3％ 10.6％ 10.4％


































姶良町保健環境課 81.0 71.2 15.7 56.9 27.4
姶良町福祉課 90.1 80.9 19.3 61.5 19.3
姶良町社会福祉協議会 80.4 55.4 13.7 51.5 34.8
小学校区社会福祉協議会 21.9 4.8 15.3 79.9
特別養護老人ホーム「やすらぎの里」 84.4 65.5 23.1 53.2 23.7
老人デイサービスセンター 77.7 65.5 18.9 55.0 26.1
在宅介護支援センター 80.9 72.4 17.9 57.1 25.0
介護老人保健施設 80.8 75.7 18.7 49.5 31.8
指定介護療養型医療施設「尾田内科胃科」 61.7 67.4 12.4 33.3 54.2
老人訪問看護ステーション 64.8 58.5 10.9 47.8 41.3
姶良町老人福祉センター 72.9 63.0 15.7 44.3 40.0
認知症対応型共同生活介護事業所（グループホーム） 47.4 43.0 7.6 37.4 55.1
保育所 91.8 87.6 37.8 50.4 11.8
児童養護施設 64.4 53.6 19.4 42.6 38.0
障害児通園事業施設 16.9 9.4 4.6 13.2 82.2
身体障害者入所授産施設 40.4 30.7 5.9 27.1 67.1
身体障害者通所授産施設 39.6 31.0 6.5 25.5 67.9
身体障害者デイサービスセンター 29.4 25.7 5.9 20.6 73.5
知的障害者更生施設 42.2 33.3 10.4 29.2 60.5
知的障害者小規模通所授産施設 27.2 14.9 6.1 18.9 75.0
知的障害者グループホーム 5.6 3.7 1.4 9.7 88.9
精神障害者グループホーム 3.4 0.8 1.2 7.0 91.8







































































































３～４人程度の小グループ単位 － 集落単位 － 新たな自治会 － 官民パートナーシップ
「情報提供と情報開示」では，住民への福祉情報の提供と住民の情報が入りにくい現実と共に事業プラ
ンの情報開示とプロセスと成果を具体的に示すことが必要であることが示唆される。「資源開発」では，
「潜在的人材活用」と「場所の資源利用」と共に，「お互いの存在の確認」と「人材入れ替え」があがって
いる。人材の確認と入れ替えという視点は，資源開発では新しい視点かもしれない。「世代間問題」とし
ては，大きく世代を統合するというインテグレーションの視点を持つ意見と，世代分離を求める意見とが
ある。「支援づくり－仲介役」は社協が求められている役割である。
また「誰もができるレベルの身近な活動－挨拶」という意見もあり，住民が参加しやすい，例えば挨拶
引導のような点から福祉活動を広げていくという意見のようである。
５．そもそも社協とはどのような団体だったのか（社協小史）
（1）社会福祉活動に関する民間協議会の設立
社協創設の契機は，当時日本を統治していた GHQ より，昭和25年度の厚生施策の主要目標及び期日に
ついての提案の１つに「社会福祉活動に関する協議会の設立」があったことによる。これを受けて昭和26
年１月には日本社会事業協会，全日本民生委員連盟，同胞援護会の再編統合として中央社協が設立，同年
３月社会福祉事業法公布に伴い，厚生省主導のもと都道府県単位の社協づくりが急ピッチで展開していっ
た。今でこそ，社協といえば市町村社協を指すことが多いが，法律上規定されたのは昭和58年社会福祉事
業法の一部改正によってである。
（2）協議体から事業体へ
発足当時の社協活動は，社会福祉の啓発宣伝，福祉従事者の教育訓練，共同募金との連携などであった。
また「地域の福祉に欠ける状態」の改善として心配ごと相談事業や生活福祉資金の貸付などを行っていた。
まさに社協は「協議体」としての位置付けであり，貧困対策の一翼を担う存在でもあった。昭和40年代後
半に入ると急速に在宅福祉への志向を強め，「協議体」から「事業体」へと姿を変えていく。具体的には
多くの社協が行政からの委託という形でホームヘルプサービスや入浴サービスといった在宅福祉サービス
を実施していった。社協の在宅福祉志向は平成２年の福祉関係８法の改正によって法の上でも明確化され
た。一方で「ふれあいのまちづくり事業」等を通じて小地域ネットワークづくりや相談体制の整備，ボラ
ンティア育成など地域組織化にも力を入れることとなった。
（3）介護保険参入と社協の経営手腕
介護保険の創設は社協をあらたな段階に踏み込ませていく。行政からの委託事業としての在宅福祉サー
ビスは財政的には安定していたが，介護保険は民間参入の中で社協が事業者としてやっていけるのかとい
う問題を突きつけた。経営手腕の欠ける市町村社協の何割かはつぶれると予想した研究者もいた。現実に
はそうはならず，これまでの地域社会との長い付き合いは介護保険事業者としても社協の強みとなった。
インフォーマルサービスを含め，さまざまな地域福祉活動のコーディネートを行っている社協活動は，介
護保険サービスとの組み合わせによるトータルな生活支援を可能にする。行政との関係も緊密である。こ
れは他の民間事業者からの批判のひとつともなっている。確かに社会福祉法人でありながら会長は市町村
長であったり，行政 OB が天下ってきたり，事務局長が行政の出向であったりするところもある。
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（4）事業型社協のあり方
今後の社協の，在宅福祉実践団体としてのあるべき姿を明確にした社協モデルといえるものが「事業型
社協」である。事業型社協は「住民の具体的な生活・福祉問題を受けとめ，そのケースの問題解決，地域
生活支援に素早く確実に取り組めるように，①総合的な福祉相談活動やケア・マネジメントに取り組み，
②各種の公的福祉サービスを積極的に受託し，それらを民間の立場から柔軟に運営しつつ，③公的サービ
スでは対応できない多様なニーズにも即応したあらたな住民参加型サービスを開発・推進し，④小地域で
の継続的・日常的な住民活動による生活支援活動，ネットワーク活動，ケアチーム活動等に取り組むとと
もに，その問題解決の経験をふまえて地域福祉活動計画の策定と提言活動の機能を発揮し，このような事
業・活動を通して住民参加を促進し，福祉コミュニティの形成をすすめる市区町村社協」	（平成６年「事
業型社協の推進指針」全社協による）と説明される。
事業型社協は，コミュニティソーシャルワークの理念のもと，個別援助を最終的には福祉コミュニティ
づくりにまで発展させる優れた考え方ともいえるが，単に事業をこなすだけ，行政からの委託事業を正当
化するための論理に使われているようにも見え，最近は〈総合支援型〉という用語を使う研究者もいる。
（5）社会福祉法の成立と地域福祉推進団体としての社協
平成12年には社会福祉法が成立した。この中で社協は「地域福祉の推進を図ることを目的とする団体」
として位置づけられ，地域福祉権利擁護事業や苦情解決などの福祉サービスの適切な利用を支援する役割
を求められている。介護保険で自立認定とされた人の支援や介護保険対応のサービス以外の事業も必要で
あろう。介護保険はなんとか乗り切っているものの，社協が従来から行ってきた地域組織化に係わる活動
は介護保険の対応に忙殺される中で手薄になってきているといわれる。時代とともに，社協はさまざまな
役割を期待されてきた。
（6）今おかれている社協の立場
行政の財政難の中で，社協に委託していた事業をカットし，補助を削減する時代の傾向にある。また介
護保険事業の中で軽度の人達が多い点が指摘され，予防事業等による支援に切り替える視点が介護保険の
改正の中でも打ち出され，これらの役割が社協に期待されるものの一つになってきている。自治体合併に
伴い社協も合併せざるを得ない状況であり，各事業のすりあわせや組織の改編等を余儀なくされている。
また合併を理由に多くの自治体が，留保していていた行政計画である「地域福祉計画」の策定に乗り出し
ており，従来から社協を中心に民間計画として作りあげてきた「地域福祉活動計画」との連動性について
も課題としてあげられる。
６．曽於市社協の今後の方向性
最後に，上記の調査結果や社協の歴史的展開から，曽於市社協の今後の方向性について述べておく。
（1）旧大隅町社協の実践のモデル化
調査結果から旧大隅町社協の認知や活動，評価が高かった。旧３町はそれぞれの地域性や特性もあり，
社協活動もそれぞれの活動を尊重していかねばならないが，旧大隅町社協活動を実践モデルとして考えて
いくことが示唆される。
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（2）校区社協活動を含め重層的な地域福祉ネットワークの構築
３，４人の小グループ単位から集落単位そして校区社協と重層的に地域福祉ネットワークを構築するこ
とと，新たな自治会のあり方，行政とのパートナーシップを模索することが必要である。
（3）高齢者福祉にとどまらない幅広し社会的要支援者への支援
高齢者福祉に特化してしまいがちの社協活動を障害者，子ども家庭，その他社会的な要支援者へと拡大
していくことが求められる。
（4）在宅ケアだけでなく地域づくり，地域組織化への対応
住民の社協認知には，在宅福祉サービス事業者としてのイメージがとても強く，協議体としての社協の
姿は薄い。ボランティア，NPO 活動が台頭してる現在，社協のコーディネート機能，協議体としての役
割も大きくなっている。
（5）情報提供と情報開示～実践が見える社協
社協の認知はあるものの，結局行政と異なる社協の役割や機能に関して，住民はあまり理解しておらず，
これが，社協評価において半数に「わからない」と言わしめている点でもあるようだ。社協活動が住民の
目に見える形で示していく事が必要である。
（6）新しい資源開発－潜在的人材・場所活用とともに，資源の相互理解と入れ替え
福祉人材の大幅な入れ替えによって新しい発想の福祉実践が期待されるが，新たな担い手を発掘するこ
とも必要である。福祉について，アウトリーチ（訪問）を基調としながらわかりやすく，住民に伝えると
共に，地域に眠っている人材，場所の発掘が必要である。
（7）手近な福祉活動を進めることと地域福祉活動計画への期待
今，曽於市社協が進めている「地域福祉活動計画」づくりは，上記のあり方や課題を解決する一つの方
法であろう。また挨拶運動等の住民の身近な活動から進めていく点も重要だろう。
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